東京都障害者就労支援協議会

（第３回）議事録
平成20年５月16日（金）午後１時30分

東京都庁第二本庁舎31階特別会議室21
午後１時32分開会

○今野座長　それでは、まだいらしていない方もいらっしゃいますが、定刻になりましたので、第３回の東京都障害者就労支援協議会を開催いたします。

　まず、本日、４月の人事異動によって委員や幹事の交代がありましたので、ご紹介をいたします。

　東京障害者職業センターの弘中委員にかわりまして、岡野茂委員でございます。

○岡野委員　岡野でございます。よろしくお願いいたします。

○今野座長　続きまして、幹事ですが、教育庁の荒屋担当部長にかわりまして、教育庁の特別支援教育推進担当参事の髙畑崇久さんです。

○髙畑参事　髙畑でございます。よろしくお願いいたします。

○今野座長　事務局の幹事ですが、産業労働局の尾田課長にかわりまして、雇用就業部就業推進課長の飯田剛さんです。

○飯田課長　飯田でございます。よろしくお願いいたします。

○今野座長　それと、今まで聞いている範囲内での出欠ですが、本日、東京労働局の福島委員が所用のため髙野職業対策課長が、また、東京しごと財団の塩見事務局長が所用のため、東京しごと財団心身障害者職能開発センターの篠原所長が代理出席をされております。よろしくお願いします。
　それでは、内容に入りたいと思います。
　従来も一緒ですが、この協議会については、会議、議事録とも原則公開ということになっておりますので、今回もよろしくお願いいたします。

　改めまして、この協議会の設置目的は、各関係機関が連絡を図って障害者の企業就労を促進するということですが、東京都は10年間で３万人の障害者雇用を目指すという目標を立てております。そのため、今後どういう仕掛けでやっていくのかということをここで議論したいということです。

　前回も配ったと思いますが、今回はお手元に「検討課題」という資料がございます。これの大きな１、前半の課題１から課題４までについては前回議論をさせていただきました。混乱のうち議論をしたという感じでしたが、今回は、大きな２番目の「障害者の就労支援体制の拡充」ということをめぐって議論したいと考えております。
　議論に入る前に、今後の予定について一応考えている段取りについてお話をしておきたいと思います。今申しましたように、今回、就労支援体制の拡充について議論をしていただきまして、大体３カ月に１回ということになっていますので、次回は８月ごろになると思いますが、起草委員会からこの協議会のまとめとなる行動指針（案）のたたき台を出していただいて、議論をしたいということです。さらに、この行動指針（案）は夏過ぎの９月頃に公表をしていきたい。実行できる部分は実行していただきたいということですが、予算措置を伴うものについては、それぞれの関係の団体が21年度予算に反映をしていただきたい、そんな段取りで進めていきたいと考えております。

　それで、議論に入りますが、今日の議論のために事務局から資料を用意していただいていますので、資料の説明を最初にしていただきますが、事務局には長くしゃべるなと言ってございますので、簡単に資料の説明をしていただくようお願いします。

○高橋副参事　それでは、私のほうから資料を簡単に説明させていただきます。事前にお配りしておりますので、本当に資料確認という形をとらせていただきたいと思います。

　まず、お手元の一番上に「会議次第」というものがありますでしょうか。落丁がありますと困りますので、一応１枚ずつめくらせていただきます。
　資料１でございますが、委員名簿がついております。
　資料２につきまして、Ａ３のものでございますが、こちらは、意欲や能力のある障害者をどうやって育成するのかという議題がございましたので、それに対する１つの回答として職業訓練の取り組み状況でございます。
　さらにめくっていただきまして、資料３につきましては、本人の職業訓練ということはもとより、福祉施設が障害者を送り出していくという仕組みづくりが大事ではないかというご指摘がございまして、一般就労への福祉施設からの移行促進という点についてのペーパーになってございます。

　続きまして、資料４でございます。こちらも、これからの課題であります精神障害者の就労支援についてということで、障害の特性が理解されにくいであるとか、就労に結び付ける仕組みが確立されていないという指摘がございまして、企業の理解促進や人材育成、また連携強化はもとより、障害特性を踏まえた就労の仕組みの構築が必要であろうということで、例えばグループ就労などの取り組みが、ヤマトホールディングスさんのメール便の取り組みなどもございましたが、そういう新たな仕組みづくりが大事ではないかということで、このペーパーを用意させていただきました。

　続きまして、まためくっていただきまして、資料５でございますが、東京都の障害者雇用をめぐる状況をデータ化しております。数枚あるものですけれども、１枚目の一番下、東京都につきましては、平成９年から19年のデータでございますけれども、民間企業の実雇用率は、東京労働局さんの指導もありまして、わずかずつではありながら着々と伸びてきている状況でございます。平成19年現在1.46％、しかしながら、全国の1.55％には届いていないという状況が見て取れるかと思います。

　さらに、２枚めくっていただきますと、資料６が、表面が第１回協議会の主な発言内容で、裏面が第２回協議会の発言内容となってございます。かなりこの中に今後の方向性が隠されているのかなと思っております。
　続きまして、資料７になります。こちらは、第２回にも宣伝させていただきましたが、短期雇用ということではございますが、都庁で初めて知的障害者・精神障害者を雇い入れるということで、予算上は４名ということだったのですが、我々もちょっと頑張りたいということで、人数が12名、前期で２名、後期のほうで10名程度雇用する予定となってございます。

　また、２枚おめくりいただきますと資料８ということで、国の障害者雇用促進法の改正案となっておりまして、主な改正点が、１番の「中小企業における障害者雇用の促進」ということで、納付金制度の対象範囲を常用雇用労働者101人以上の中小企業に拡大していくということと、雇用率の算定の特例といたしまして、中小企業が事業協同組合等を活用して、共同で障害者を雇用する仕組みを創設していくということになってございます。

　その他、ここにあるような改正点がございまして、あくまでも今の段階のということでございますが、施行期日が平成21年４月１日。ただし、先ほどお話ししました納付金につきましては平成22年、２年後の７月１日からは201人以上の中小企業に適用し、さらに、101人以上の中小企業への拡大については平成27年という猶予期間が設けられている状況でございます。

　続きまして、お手元のほうにさらに参考資料といたしまして、先ほど座長からも紹介ありました「検討課題」が、12ページまで振ってございますが、前回配ったものと同じでございます。

　また、教育庁からの情報提供といたしまして、「職業教育の実践」と題するパンフレットと、産業労働局のプレス発表資料ということで新たな就業支援施策の取り組みについて、また、障害者職場実習設備等整備事業を実施するという福祉保健局の１枚物の補助金制度の説明と、本日、お手元左上のあたりに厚い青い冊子がありますが、こちらは山鼻委員のほうから情報提供ということでいただきました。もし何かありましたらお願いします。

○山鼻委員　付言することはないんですけれども、私どもの協会のほうが、18年度、19年度、高齢・障害者雇用支援機構から、精神障害者の就労が進んでいないということで、どのような形で精神障害者の就労を拡大できるかということで、ケーススタディという形で多数の企業にご協力いただきまして、実際にその場で働いている方、また雇用の担当者にお話を聞いて、どのように持っていけば比較的定着につなげられるかというようなことを研究したものです。非常に雑駁なものなんですけれども、参考にという形で今回提供させていただきました。
○高橋副参事　事務局からの資料説明は以上で、あとは議論の中で必要に応じて説明していきたいと思います。よろしくお願いいたします。

○今野座長　それでは、議論に入る前に、配付資料について内容といっても、内容の説明はなかったんですが、配付資料についてご質問なりがありましたら、まずお受けしたいと思います。
　よろしいでしょうか。それでは、議論に入ります。前回は全くフリーで議論をさせていただいたんですが、今回はちょっと整理をさせていただきたいと思います。この検討課題を見ていただきますと、課題５から課題９まであるわけですけれども、５だけちょっと別かなということで、課題５だけ最初に議論させていただいて、後段で６から９を一気に議論しようかなということぐらいは整理させていただきたいと思っています。そんな方向で議論をさせていただければと思います。

　それでは、課題５から議論を開始したいと思います。いつものとおり何でも結構ですので、自由にご意見を出していただければと思います。

○箕輪委員　質問でもいいですか。
○今野座長　いいですよ。どうぞ。

○箕輪委員　横河電機の箕輪ですけれども、よろしくお願いします。質問なんですけれども、資料２のところにある能力開発校の実績について伺いたかったんですけれども、いいですか。
　１つは、一番左側に東京障害者職業能力開発校のスキルワーク科目とか実務作業、オフィスワークといったものが具体的にどういうものなのかをご説明いただけるようであれば簡単に伺いたいのと、定員に対してというのはあれなんですが、入校されて修了する時点でかなり減っている科目がある。これは途中で就職ができたということなのか、ある一定の何か傾向があって、途中で何らかの形で終了してしまっているのか。就職自体、今のような途中で企業等から引き合いがあって、まだ勉強中だけれども仕上がっているからいいよということで、行った方もここに入るのかどうかというのを伺いたいんですけれども。
○飯田課長　箕輪委員からの今のご質問でございますが、まず１点目でございます。東京障害者職業能力開発校におけますスキルワークですとか、あるいはオフィスワークの訓練科目の具体的な内容でございますが、まずスキルワークにつきましては、身体障害者の方を対象にした訓練でございまして、大きく４つ、木工、塗装、金属加工、皮革加工といった４つについての基本的な共通する技能を簡単に学んでいただきました後、あとは訓練生の方のご希望、ご意向に沿いまして、その４つのコースに分けて訓練をしていただくというものでございます。

　続きまして、オフィスワークのほうでございますが、こちらも身体障害者の方の対応ですけれども、比較的こちらのコースは若い方を対象にいたしまして、まずビジネスマナーから始まりまして、ビジネスソフト、ＯＡソフトの研修ですとか、あと最近、会社の中がＩＴ化しておりまして、パソコンがＬＡＮとかにつながっておりますので、そういったＬＡＮの管理などの技能をおつけするようなコースでございます。

　あと、注でございますが、こちらの資料は一応本年の３月末の数字でございますので、今後、６月末に最終的に就職者の数が決まりますので、この数はもっと上がってくるということでございます。

　あと、入校した後、途中でおやめになる話でございますが、まさに箕輪委員のご指摘のとおりでございまして、途中で企業のほうから引き合いがありまして、中途退校で就職というケースもございますし、あるいは残念ながら、こちらの東京障害者職業能力開発校は訓練期間も長く、結構しっかりやりますので、ちょっと難しくて途中でおやめになってしまう方も一部いるという状況でございます。

○箕輪委員　長いというのは。

○飯田課長　長いと２年間でございますので。

○箕輪委員　12カ月と24カ月ですか。

○飯田課長　はい、そういうこともございます。

○田邉委員　今の東京職業能力開発校の関係で、修了者と就職者の数に大分開きのある訓練内容があるかと思うんですけれども、そこら辺は何か分析等はされていらっしゃるんでしょうか。例えばＣＡＤオペレータが一番上にありますけれども、７名修了して、就職が４名ということで、半数ぐらいしか就職していないということなんですけれども。（ＣＡＤ＝コンピューターを使った製図作成システム）
○飯田課長　こちらのほうでございますけれども、一応こちらの数字は３月末の数値でございますので、もうちょっと待ってみればだんだん上がっていって、６月末になればある程度上がるとは思います。あと、すみません。これ以上細かく各個別の項目についてまだ分析しておりませんので、今ご指摘のありましたＣＡＤオペーレータなどにつきましては、後でお調べしてご回答させていただければと思います。

○田邉委員　そうすると、基本的に入校が何月で、先ほど３月末の数字とおっしゃられましたけれども、ほとんど12カ月、24カ月という訓練期間なんですが、最終的に終わられるのが何月なのか。

○飯田課長　基本的には４月入校で、こちらのコースは１年と２年が基本でございますので、年度末に修了いたします。年度末が終わりました後、当然中途退校という形で引き合いのある方は途中で早目に就職する場合もございますし、あるいは徐々にやりまして、最終的に訓練コースが修了した段階で就職する方、あるいは、訓練コースが終わられた後に就職活動をしてつながっていく方もございます。
○松本部長　ちょっと補足させていただいてよろしいですか。内容的には今のとおりなんですけれども、最近の傾向を一言付け加えさせていただければと思うんですが、最近、やはり障害者の雇用が非常に関心を集めているせいか、ある意味ではよくなってきまして、私どものほうの訓練に通う生徒の数、応募者がかなり減ってきております。
　それが１つと、そういう状況なものですから、こう言ってはなんですが、訓練を受ける方の程度が非常に困難な方がどんどん増えてきているというような状況が見られます。そういったことで、先ほどお話ししましたように、最終的には時間をかけますと大体８割程度の方は就職に結び付くのですけれども、だんだんそれが難しい方がちょっと増えてきているのかなと。もう１つ、片や、中途退校される方も、今度は企業のほうが非常に求人の意欲が高いものですから、途中で修了を終わらずに就職されてしまう方も増える傾向がどうも見られるというようなところが最近の傾向でございます。ちょっと補足させていただきました。
○箕輪委員　当社も途中で採用させていただいたりするほうなんですけれども、困難な人が増えてきたという、その困難さってどういう困難さですか。

○松本部長　私もちょっと現場ではないのであれなのですけれども、やはり中には発達障害的なものを持っていらっしゃる方も見られるようですし、企業での事務作業なりに適性のない方も若干見られるかなというところだと思います。

○箕輪委員　しつこくてすみません。入り口のところではそれがわからずに、入ってから適性が違うんじゃないかと気づかれるということですか。

○松本部長　入り口でもある程度の面接等をしますので、わかる場合もあります。それともう１つは、先ほど述べましたように、やはり応募者が減っている状況がありますので、私どもとしてはできるだけ入れたい、訓練に応じたいというところで、従来ではなかなかお入りいただけなかったような方も入っていただくという状況が若干ずつ見えてきているということもあると思います。

○箕輪委員　そういう方を就職につなげるための今までにない工夫とか、カリキュラムの改善というのは、多分就職できるだろうと思って皆さん入ってきますよね。期待されていると思うんですが。

○松本部長　劇的にその辺がもっと出てくれば、本当に中身を大きく変えていくということも必要だろうと思っていますが、今のところ、その経過といいますか、それを見ているような状況で、ただ、毎年毎年もちろんカリキュラムの中身は見直しをしておりますので、若干ずつはそこに適合したものに変えていっているということだと思います。
○岡野委員　東京障害者職業センターの岡野です。ただいまの件ですけれども、東京障害者職業能力開発校はとても大変だと思うんですね。私どもの組織も所沢に障害者職業リハビリテーションセンターを設けておりまして、やはり同じような傾向があります。特に私どもは国立国営の能力開発校なものですから、国の能力開発局の施策というか、意図が非常に反映されていて、先ほどお話がありましたけれども、就職困難者という方を受け入れています。

　今、就職困難者というよりは、能力開発の分野では「特別な支援を要する障害者」という言い方をしているんですけれども、そういった方々に対して新しい訓練科目を設置して、２年なりをかけて試行して、その結果を都立の訓練校（職業能力開発センター）であるとか、各都道府県の能力開発校の指導員の方々に研修会という形でご報告をしている状況なのです。
　ですから、都立の訓練校も訓練校として独自に努力はされていると思いますけれども、もう一方で国の動きとしてはそういう時代の流れをくんで、より質の高いサービスを提供しようとしているわけですけれども、やはり現実からすると一定期間の現状把握というのは必要になりますから、ワンテンポ、ツーテンポ遅れてしまうところだと思いますが、そういった意味で、今、都立の能力開発校は非常に苦しんでいらっしゃるんじゃないかと思います。あと２年ぐらいすると箕輪委員の疑問は解消しつつ、良い方向へ動くかなと思っています。
○朝日副座長　今の議論ともかかわるんですけれども、まず課題５が、障害者の能力開発ということについて非常に幅広く課題としてとらえられているのは大変いいことだなと思います。というのは、機能障害の重い軽いに関係なく、どんな障害をお持ちの方でも、能力開発というと提供者側の論理が強い印象がありますけれども、キャリア発達というか、必ず何かの進歩をして、仕事という行為を通していろんな自己実現を図っていくのだということを、能力開発ということでとらえていくことはすごく大事だと思うんですね。
　というのは、今、就労移行支援も24カ月ですし、先ほどの東京障害者職業能力開発校も２年間で、みんな同じような期間の中で、しかも重なっていると思うんです。純粋な技能訓練に特化したものというよりは、生活上のご支援も含めたようなものが実際には能力開発の中で行われている。それから、就労移行支援の取り組みを福祉施設でＩＴなどを活用して大変先駆的にやっていらっしゃるところもあると。
　こうなると、本当に色分けというのが非常に難しくなって、つまるところ、障害のある人が、もちろん支援者の支援、サポートを前提としてですけれども、やはり選んでいけるようなものを全体像として用意して、その中でもこういうところのサービスを使うと、同じ能力開発だけどもこういうような結果が出るというか、その結果というのは、フルタイムだからよいとか、パートタイムだからよくないとか、こういう企業に勤められたからよいとか、そうでなかったからあまりいいサービスでないということではなくて、ここら辺で能力開発という１つの言葉を機軸に全体で出し合って、俯瞰できるような情報提供が必要じゃないかなと思います。

　特別支援学校の場合には、ライフステージという極めて重要な要素がきいていますので、それはそこの年齢における能力開発ということで位置付けられると思いますけれども、いろんなメニューがある中でやはり整合性をつけていくということが大事だと思います。

○箕輪委員　この会議が始まる前に田邉委員とも少し会話をしていたんですけれども、例えば能力開発といったところで、今おっしゃったように東京障害者職業能力開発校とか、就労移行支援事業者とか、いろいろあると思うんですが、そこは多分教育の資格の免許がある方とか、福祉の専門の資格のある方が今一生懸命されていると思うんですが、企業のＯＢとかもうまく、地域によっては同じスタッフの一員だと位置付ける。

　インターネットで調べていたら、地元の三鷹市というところにそういうのがあったんですけれども、企業のＯＢである程度時間があって、経験とかある者をうまくどんどん使っていこうというふうに学校とか福祉側がやっているケースがあったので、現状、そういったことが柔軟に受け入れられる仕組みとか、お金とかいろいろあるとは思うんですけれども、そういったものが今後方向性としてあるならば、こういう企業側というか、そちら側からまた私たちも体制を考えられればなというのはあるんですが、能力開発の部分だといろいろお役に立てることもあるんじゃないかなと思うんですが、そのあたりはいかがでしょうか。
○松本部長　私どものほうも、一般的に昔で言う技術専門校、今は職業能力開発センターと名前を変えたんですが、そこの指導員の資格を持っている者のほかに講師という格好で、現実の職場でまさに実際に働いている方とか、またはＯＢの方とかを非常勤でお願いしております。ですから、障害者雇用でも同じような形でございますので、そういった意味では、幅広くそういうご協力をいただける方がいれば受け入れていきたいと思っておりますので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。

○田邉委員　資料２の訓練の実績のところで、心身障害者職能開発センターの障害者委託訓練なんですけれども、身体障害の訓練の修了者に対して就職者が少ない。多分知的障害、精神障害、発達障害と比べると、率的に見るとかなり低くなっているんですけれども、これは機能的に何か問題があって就職が進んでいないということなのか、それとも何か原因があるのかというところはおわかりになっていますでしょうか。

○篠原代理委員　先ほどもちょっと話が出ましたけれども、この就職者数は３月31日現在ということで、６月末までもうちょっとありますが、そこまでいくともっと上がってくるとは思っています。
　それから、ちょっと身体障害者のほうが就職者が少ないというご指摘ですけれども、私も担当のほうに聞いた話では、やはり重度の方は就職が難しいといった方々が増えているということで、なかなか就職に結び付いていないというような話は聞いております。

○大塚委員　少しまたずれちゃうんですけど、10年で３万人増やすというゴールから発想する癖がありまして、そうすると単純に年間3,000人増やさなくちゃいけない。この能力開発を中心に単純計算していくと、多分300～400人の人たちが能力開発訓練を経て就職されていらっしゃる。その300人からこの能力開発を充実させていくことによって、どの程度の就職者を目標にしていけるのかとか、いくべきなのかという議論をしたらどうかなと感じているところです。
　それと、事前に頂戴した資料をざあっとしか見ていないので、数字を探し切れていないかもしれないのですが、一体今、東京都では何人の人が就労しているのかという実数はどこを見ればよかったのかなと。それはどこにあったのでしょうか。その意味で、10年で３万人増やすという目標が高い目標なのか、現状の積み上げの中で十分可能かどうかということで、能力開発のあり方についても具体的な議論になっていくのではないかなというふうに感じます。
○高橋副参事　まず雇用数ですけれども、まとまったところではないのですが、「検討課題」の４ページの上から２つ目のマルに、東京には全国の35％に当たる10万7,000人が雇用されているというあたりでちょっとお書きしたところです。今、730万人ぐらいの労働雇用者数で、そのうちの1.8％といいますと13万ぐらいになりまして、今の労働者数を基準にしても、３万人は増やさないと雇用率達成にはいかないというようなところがベースにある、３万人に増やしたいという思いなんですね。
○大塚委員　最も単純に考えると、1.8％いけば３万人増えるという格好になるんですか。
○高橋副参事　今のままの労働者数で考えればという大前提がありますけれども、３万人ぐらいあと足りていない状況であると。

○今野座長　大塚さんの言うことでいいんじゃないですか。どっちから見るかだから。

○大塚委員　中小企業を増やしていって３万人増やすほうがいいのか、大企業に雇用率を達成しろという北風政策で３万人増やすほうが容易なのかという戦略というか、言葉に語弊があるんですが、できるところからこつこつとというのは非常に美しいとは思うんですけれども、10年たって結果として行きませんでした、行きましたということになってしまうと思うんですね。じゃなくて、どうすれば３万人増えるのかというのは、どっちが現実味があるのかとか、費用対効果を考えたときにいいのかとか、今の予算の組み立ての中で現実味を帯びるのかというところの議論に持っていかないといけないのかなと個人的には思います。
○松浦部長　現実的には、先ほど資料の４ページで東京都の雇用者数が10万7,158人ということが出ていますけれども、これは対前年比で見ますと、正確に言うと7,702人増加しているんですね。１年間で3,000人ということであれば、今の状況であれば3,000人以上は就職数は増えるのかなと見込んでいるんですけれども、これまでお話がありましたとおり、就職できる方はすぐ就職していって、東京障害者職業能力開発校でもなかなか就職できない方が増えてきているということで、毎年7,000人増えるという状態はだんだんなくなってくるのかなと。ですから、こういうところでいろいろご議論いただいて、何か策がないかなと考えているところでございます。
　もう１つ、例えば大企業でいきますと、1,000人以上ですと雇用率が1.71％と、1.8％にもうちょっとという状況なんですね。ここも1.8％まで行ってもらうとともに、例えば500人から999人ですと1.4％というふうにだんだん下がっていきまして、56人から99人という一番小さいところですと、0.69％とますます低くなっているということなんですね。

　それで、昨日もちょっと私どもの内部で議論をしたのですけれども、こういう中小企業の小のほうですとなかなか難しいので、手っ取り早いところですと1,000人以上の企業を1.8％なり1.9％なりにしたほうが、３万人雇用は達成するんじゃないかというような議論もあるのですけれども、今、例えば資料５の２ページ目に「６　都立特別支援学校高等部の就職状況の推移」というのがあるんですけれども、例えば特別支援学校の高等部から即就職する方が約30％いると。

　あと、前に戻っていただきまして、１ページ目の３番で「障害別就職率」ということになりますと、ハローワークで新規求職者に対してどれだけ就職している方がいらっしゃるかというと、トータルで36％ぐらいいる。こういうような数字と、先ほど来出ていた職業訓練で就職した者、福祉のほうで言いますと区市町村の障害者就労支援センターで訓練して就職した方、障害者就業・生活支援センターで訓練して就職した方を合わせていくと、ダブっている方もいるので正確には言えないんですが、単純に足していくと約6,000人ぐらいになるんです。
　逆に言うと、それで訓練をして就職した人が平均30～40％ということになりまして、逆に言うと70％～60％ぐらいの方が、いろいろやっているけれども就職できていないという状況があって、ここら辺の方がさらに就職できるようにするためにはどうするかということもひとつ何かないかなと考えているところです。すみません。長くなりました。
○今野座長　ちょっとお聞きしていてわかりにくいのは、今、大塚さんがおっしゃったのは、言ってみれば買い手のほうをどうするかという話ですよね。需要側。
○大塚委員　そうです。お話ししているうちに自分の中で整理してしまったんですけど、今日の議論は、送り出し側の問題と、ご本人の力をどうつけるかということなんだなというふうに……

○今野座長　それはいいんですけれども、私の言いたいのは、7,000人増えたといったときに、これがどういうフローで増えているかという構造がわからないと、今度は供給側のほうにどこにターゲットを置くかが決まらないですよね。例えば特別支援学校から就職に何人行っているとか、特別支援学校から就職できないで福祉施設に行って、福祉施設から就労に何人行っているか、訓練校に行ってとか、いろんなフローがあるわけです。そうすると、それの全体像がわからないと、今度は供給側からすると、ここを押さえると一番多く出てくるとかいう戦略的な絵が描けないんですが、そんな絵はないのかなとちょっと思ったんです。ラフでいいんですけれども、例えば7,000人ってどこからどう増えたのという話。

　例えば極端な話、訓練校から今の状態だと、こんなことはないと思いますけれども、毎年もし10人しか送っていないとすると、ここを幾らやってもしようがないと思う。もっとほかに大きなチャンネルがあったら、そこをねらえという話になりますので、我々としても、今は訓練校の議論をしていますが、訓練校のそういう意味でのポジションというのはちょっと意識しておいたほうがいいかなと思ったものですから、そういうのはないんですか。なければないでいいけど、どうですか。大体のイメージでもいいけど。
○松浦部長　本当にラフなんですけれども、こんなところを……（座長に資料を示す）。それは重なっている部分があるんです。
○今野座長　急に見せられてもわからないな。この資料では、今議論になっている訓練校からの供給は全体のどのぐらいになるんだろう。訓練はどこを見ればいいのですか。

○松浦部長　訓練校のデータというのはこちらにあります。

○今野座長　何人ですか。

○松浦部長　今の３月末という状況でいきますと、定員から見ますと37％ぐらい。

○今野座長　例えば訓練校の就職者数が500人だとすると、7,000名のうちの500人。そうすると10％以下というポジションですかね。そのぐらいで考えればいいということかな。ついでに言うと、一番大きいのはどこですか。

○高橋副参事　一番大きいのはすべての残りが福祉施設、在宅の方もいらっしゃいますけれども、広い意味での福祉施設に行かれていると考えますと……

○今野座長　そこから一般就労に移行。

○高橋副参事　ええ。福祉施設から一般就労への移行が行われているところが一番大きな母体であるということですので、福祉施設の種類は必ずしも就労を目指す就労移行支援事業所とかだけではなくて、広い意味での福祉施設というところからの移行が一番大きい母体であると考えられます。

○今野座長　そうすると、そこをねらい撃ち政策というのはあり得るわけですか。まあいいや。これは秘密ですか。

○松浦部長　いえ。今、ちょっとコピーして、参考までにお配りいたします。
○今野座長　それはもう一度ゆっくり見てみないとわからないので。
○宮武委員　私は、４月から「すきっぷ」から異動で、法人の本部のほうで就労支援から生活支援に変わりまして、グループホームとかケアホームの担当をしております。
　今、お話の中で、要するに福祉から雇用へというのは一つの国の大きな政策として出ていまして、それで就労移行支援事業というような形につながっていますけれども、いわゆる作業所、通所授産施設からの就労ということは１％だと。それ自体が福祉から雇用へという今回の大きな施策につながっていっているわけです。要するに、知的障害者については圧倒的に作業所と福祉施設にいるんですよ。就職できる人は、既に軽度の人はしているんですね。ですから、１％をどうするかだと思うんです。毎年、３％ぐらいずつ上げていくような目標の設定の仕方のほうが、はっきり数値的な目標が出ると思うんですね。
　やはり能力開発といいますか、知的障害の方というのは潜在的な力があるんです。今、求人自体が東京の場合は事務系職種が多い。「すきっぷ」の場合も２割以上、一番多い職種が事務系職種なんです。全国の状況も、事務的従事者の数は少ないですけれども、毎年増加率は非常に高いんですね。ダウン症の方が非常にパソコンのスキルで能力を発揮するとか、いろんな意外性がたくさん私どもの中でも出ています。
　サービス業も苦手の部分だったのですけれども、意外に非常に向いていたりとか、介護職の中で、コミュニケーションをなかなかとれない人自体が高齢者の方と非常にいいコミュニケーションをとれたりとか、今までの身体障害者の職能開発ということじゃなくて、発想を変えて、現場の中で彼らが輝いて生き生きとして働けるような仕組みとか、そういう発想の転換が必要じゃないかと私は思っております。
○今野座長　まだ課題５だけで、６から９まであるものですから、６から９も少し皆さんの意見をお聞きしたいなと思っているんですが、６から９に移る前に、いろいろあるけれども、現在の障害者の方たちの能力開発について、特に企業、雇用されるような立場からここはこうしてほしいということがあったら、ざあっと言っていただいたほうがいいかなと。それをお聞きしてから次に行こうかなと思っていますので、今のところ、現在はどうなっているかという質問がすごく多かったものですから、そういう点について一度ご意見を伺いたいと思うんですが、いかがでしょうか。

○山鼻委員　今、企業側がどうかというところがあったのですけれども、企業のほうの受け入れとしては、いろいろな機関から来るときに、その方の能力をどのように判断していいかというのが非常に困るというお話を聞くんですね。いろんなところからいろんな紙が出て、似たようなものなんですけれども、書いてあるところが、例えば評価が５段階でも、いろんなところの３がそれぞれ違っているということなどをよく聞いて、では一体どこを信じてそれを判断していいのか。
　企業の面接のときに、幾らプロとはいえ、そんなに時間をかけているわけでもないですし、トライアルコーナーをいろいろ使ってもなかなか把握し切れないところがありますので、企業が採用するときの一つの基準となるある程度統一的な、それを見ると、この方は大体どのようなことを企業のほうでお願いできるのか、どこに気をつけていいのかというところがある程度把握できるようなものがあると、そこのところはすっと行きやすいのではないかなと思います。
○三重堀委員　今、企業側の採用基準の話などが少し出ましたので、参考までにどんな形なのかというのを具体的にお話ししようと思うんですけれども、今日はどちらかというと能力の話が中心になっていますが、実際のところ、企業によってはこういう職種が欲しいと具体的にわかっているときは、例えばＯＡの能力ですとかそういったことになるんですが、我々のようにある程度まとまった人数の方を採用しているときには、どちらかというと能力よりも生活といいますか、常識的なところといいますか、そちらのほうなんですね。

　実際、私も採用の現場などをやっていますけれども、挨拶ができるとか、いわゆる企業の中での集団就労といったことに溶け込めるというのがまず条件になっていて、その次にどのぐらいできるんだと。ただ、能力に関してはそんなには気にしていないんですね。先ほど宮武さんもおっしゃっていましたけど、やっているうちに得意分野が見えてきたりとか、これだったらできるというのがありますので、見ていないと言ったら語弊がありますけれども、そんなに能力的なところは気にしていないというのが我々のほうの実態じゃないかなと思います。くどいですけれども、やはり挨拶ですとか、そういったところが本当に基本なので、その辺は見させていただいていますというところですかね。

○小林（進）委員　学校ですから、能力開発を話さないとまずいと思うんですけど、永福学園で100人を去年預かりまして、１年間見てきて、１年生が今年から入ってきて200人になったわけです。全然違うんですね。何が違うんだろうかということがまだ私は整理できていないのです。表情、今あった挨拶、そういうことは挙げられるんですけれども、これは明らかに違うんですが、何が変えたかというのは、やはり実際の就業体験を年間３日間、３回やったというのは非常に大きかったのだろうと思うんですね。
　もう１つは、教科指導を徹底してやっているんです。生徒の授業評価を実施したところ、驚いたのは、多分数学なんかは嫌いだろうと思っていたんですけれども、数学が非常に楽しい授業でしたという結果が出たんです。それから社会科です。そういう意味では、能力開発をしていくときに、苦手だろうと思っているところを学校ではしてこなかったんじゃないかということが考えられるんですね。
　そういう意味では、教育庁のほうからこの資料が出ておりますけれども、障害の程度に応じた教育をもう一度きちんと考えていく。その子に必要なものというのは、とにかく仕事だけではなくてもっとほかの部分、いわゆる教養にかかわるような部分も含めた能力開発というのが非常に大事だろうと思うんですね。
　仕事をすれば就職ができるんじゃなくて、一見無関係に思える力というものをきちんと伸ばしてあげること。それが非常に大事だったんじゃないかと私は思うんですね。そういう意味では、知的障害の子どもに合った教育というのは、質の高い企業に通用するような仕事だけじゃなくて、その子に合った学習能力を高めていくということが非常に大事なのではないかと思っております。

○箕輪委員　能力開発ということだったので、昨年の１年間、数多くの応募者の方、いろいろな障害のある方の面接をしていく中で一番感じたのは、応募している時点で、何をしたいのか、何ができるのかの棚卸しができていない人が非常に多くて、面接に入る前にキャリアカウンセリング（その人の職業上の経歴だけでなく家庭や地域での日常生活の全ての経験を整理し、就職に向けて助言等を行うこと）的なことを１時間ぐらいやった上で、ほかにもう少し訓練校に行ったほうがいいんじゃないですかとか、こういう企業がありますよということをやっていた時間のほうが長かったなと思うんですね。

　そういう意味では、能力開発というのは、障害のある方の例えば働きたいということがあって、そのときに常識とかスキルといった現状の自分が持っているものプラス目標があって、そのギャップを埋めるのが能力開発の学校の役割だと思うんですけれども、現状の把握が曖昧なままだと、単にやりたいと言ったから全部受け入れるというと、目標に対する穴を埋める能力開発の部分が狂うと思うので、東京都障害者職業能力開発校に入る前とか学校でコースを選ぶときとかの、特別支援学校はいろいろやっているかもしれないんですが、岡野さんのところかもしれないんですが、そういったもう少し学ぶ前のところでのキャリアカウンセリング的なものをしっかりとしていただくと、もう少し近道ができるんじゃないかなと。
　さらに、能力開発が終わった後、最終的にはこうなりましたよというのが、期間が決まっているので目標に伸びたか伸びないかわからないんですが、そこを正確に評価していただいて、ここからは例えば会社によろしくお願いしますというのが、先ほど山鼻委員がおっしゃったような評価の部分につながると思うので、そこを一個一個ちゃんと現状把握して、目標を設定して、足りない部分を埋めるというのを繰り返してきていただくと、もう少し順調に働くというところにつながるのかなと思うので、訓練カリキュラムも大事なんですが、現状の把握のところの棚卸しとかをしっかりとやっていただけるような評価をしていただきたいというのが要望です。
○三重堀委員　補足というか、いい機会なのでお伝えしておきますけれども、１つ、私もカリキュラムの内容については余り詳しくないんですが、能力の部分だけではなくて例えば常識的なところで、電車の通勤の問題でしたか、就労するときに、仕事する前後というのは必ず通勤がかかわってきていて、我々が一番苦労しているのは実は通勤の問題なんですね。仕事ができたにしても、結局来ていただかないことには始まらないので、そういったところをトータルで、能力だけではなくて一般就労といったときには、その前後も視野に入れたほうがいいんじゃないかなと思います。

○岡野委員　ちょっと東京都のほうには予算のかかる話をします。先ほどお話ししました国立の職業リハビリテーションセンター、実はあそこの就職率はすごく高いんですね。就職しやすい人を入れているわけではなくて、本当に職業的な困難度の高い人を入れるという状況にある中で就職率が高いというのは、実は箕輪さんがおっしゃった点とも関連しますが、あそこは広域障害者職業センターと能力開発校が一体になって運営しているところで、評価をきちっとしながらその職業訓練をする、またそのフィードバックをする。さらに、修了後の就職に向けての体制を整えているというところが実は違うのだと思うんです。

　ですから、制度的にできるのかどうかというところはありますけれども、もし可能であるならば、やはり東京都障害者職業能力開発校などに専任の職員の方をつけていただくと、より厚みのある、箕輪委員のおっしゃられたところを実現していくことになるのかなと思います。

○宮武委員　「職業能力」という言葉自体を東京では使わないようにしたほうがいいんじゃないかと思うんですね。「作業能力」と「作業力」という言葉を言った場合はやはり違うんですね。働く力をいかに伸ばしていくかということですから、「職業能力」という言葉自体のもう一回見直しといいますか、吟味をすべきだと思うんですよ。だから、せっかく東京のこれから働く就労支援の検討会ですから、東京では「職業能力」じゃなくて「働く力」を伸ばすというような、何かそういう言い方を少し吟味して使ったほうがいいんじゃないかと思うんですね。
　特に知的障害とか精神障害の場合は、「職業能力」ということ自体で非常に選別されたりとか、何ができなければ仕事ができないというのは、今までの身体障害の職業訓練とリハビリテーションといいますか、潜在能力をいかに引き出すかというのと支援は違うと思うんですね。その辺できちっと整理をしたほうがいいと思います。

○天野委員　今、岡野さんが言われたこと、それから能力開発なのか、潜在性を引っ張っていくのか。うちでは準備性という言葉をひっくるめて使っているのですけれども、精神障害の方の場合、やはりそのままでは就職できないけど、それをどうやって磨きをかけて潜在能力を持っていって、最低ラインではあっても、企業がまあまあこれならいいなと受け入れるラインまで到達するかということだと思うんですね。

　そうすると、今言われている例えば国立障害者職業リハビリテーションセンターもきっと精度が高いんじゃないかと思うのですけれども、それを東京都に置きかえたときに誰がどこでやるのかが、この間からずっと言うのは、そこが見えない。つまり、福祉施設は相変わらずそこまで行かないで、今、自立支援法でいっぱいいっぱいということで、就労移行支援まで行くのにまだまだというところもたくさんありますしね。
　それから、企業にコーディネートするのは、区市町村障害者就労支援センターとか、ナカポチ（障害者就業・生活支援センター）とか、今度しごと財団が総合コーディネートとかということでありますけれども、そのもう一息に持っていくまでの就労準備のプロセスを東京都がどこでやるつもりなのかというか、どういう形でやっていけば一番いいのか。
　それは、私が最初に来たときに多分大塚さんが議論されていたのか、実際に東京都が就職者を増やしていくために、一番潜在的にいるのが福祉施設というのは間違いないと思うんですよ。例えば知的障害の方でかなり軽い方は出られたというので、そうなのかもしれないんですけれども、精神障害の方の場合はまだまだいらっしゃるし、知的の方も磨けばまだまだということがいっぱいあると思うので、それをどのぐらい層厚く磨いてあげられるか。それは予算にも関係すると思うんですよね。

　福祉施設が移行していって、就労準備を進めていって、アセスメントのシステムをつくるために予算をどういうふうに使うか。今回の予算組みとかを見ていても、何かやっぱりちょっとばらばらな感じがするので、それに有効な手だては、すごく単純に言ったら、例えば就労継続型の福祉施設をとったところも、就労移行をとったときは加算を東京都独自でたくさんつけるとか、就労に向かうインセンティブをもう少しつけるようなお金の使い方が大事じゃないかなと思うんです。

　またいろいろ絡んでくると思うので、そういう話をしていきたいと思うんですけれども、だから、今日はそういう東京都の仕組みをどうするかという問題だと思うので、その辺の予算の使い方も絡めて話をしたほうがいいのかなと。そうしないと、ばらばらにいろんなものがたくさん出てきているのですけれども、それがどういうふうに有効なのかというのがなかなか見えてこないのかなと思う。
○今野座長　天野さんが今おっしゃられたテーマというのは後半のテーマに入っちゃっているんですが、それはいいんですけど、福祉施設に、そういう人たちがいっぱいいて、そこでどうにか潜在性を見つけて引っ張り上げようというときに、東京都の能力開発施設としては何ができるか、こうやったらいいぞというのがあったら、言ってあげるとすごく参考になると思います。

○天野委員　ずっと言っていたんですけど、心身障害者職能開発センターに精神障害者が入っていないというところで精神障害者を入れて、なおかつもうちょっといろんなプロの方が、もともとプロだと思うんですけれども、先ほども出ましたけど、そこに国立障害者職業リハビリテーションセンターのもっといろんなリハビリがわかっている方を重点的に置くとかするといいんじゃないかという話を前にしたんですけれども、逆に今度、心身障害者職能開発センターは縮小になっていますよね。精神障害者を入れるとかいうんじゃなくて、むしろそちらを縮小してコーディネート事業になってしまうので、ちょっと消えてしまうんじゃないかということで……。

○今野座長　今おっしゃられたアイデアだと、福祉施設にいる方を職業訓練校に持ってこいというアイデアになるんですか。

○天野委員　福祉施設の職員ですか。

○今野座長　いやいや。

○天野委員　じゃなくて、利用者さん。

○今野座長　前におっしゃられたのは、福祉施設にいっぱいの方がいらっしゃって、そこの人たちも潜在的な能力があるから、そこを見つけて少し引っ張り上げて、就労に持っていきましょうと。その引っ張り上げるというのは一種の職業能力開発だと思うんですが、それに対して東京都の訓練校は何ができるのか。
○天野委員　それと訓練校はあまり絡まないのかな。

○今野座長　絡まないんですか。

○天野委員　絡まない気がしますね。また、福祉施設を使わない方もいらっしゃるし、福祉施設に入り口で入らなくて済む方もいらっしゃるので、別だと思います。

○今野座長　もう少し広く言うと、別に訓練校でやっているのが東京都の能力開発政策じゃないはずだから、能力開発をすれば能力開発政策ですから、福祉施設にいる人たちを先ほど天野さんが言われた意味での引っ張り上げるには、どういうことをしたらいいかという何かアイデアがあれば、言っていただけると大変参考になると思います。

○天野委員　福祉施設なので、福祉側の話になっちゃうと自立支援法との絡みになってしまうんですが、少なくとも今現在は、たくさんある共同作業所がどこに行くのかというのは大きな課題になっていますので、やはり就労移行に持っていくところには人的な配置がたくさんできて、そこで福祉施設が充実して、そのトレーニングをしたり、準備性をいろいろ高めたりすると、結構区市町村障害者就労支援事業がたくさんあったり、ナカポツセンターもあるので、そこからまたつなげていくということができるような気がするんですね。

　だけど、そこがつながらないような仕組みに今なっていて、自立支援法でみんな逆に下がってしまう、就労には行かないシステム。東京都で言えば、ちょっと気になっているのは、工賃倍増でまた加算しますよね。工賃倍増で加算するのはそれはそれでいいと思うんだけれども、就労に向かう道筋とまた逆の方向になっていくので、施設にいらっしゃる方もやはりいるのでしょうけれども、就労に向かうという努力をした作業所なり、継続を選んだところに対してはもっと加算していく、加点をして人的資源を配置するということがまずやることだと思います。
○今野座長　では、もう後半に入りましょう。入るんですが、その前に、植木さんが前半の５の議題で何か発言されたいなというお顔をされていたので。

○植木委員　その５の議題かどうかではなくて……。

○今野座長　では、もう後半に入っちゃっていいですか。

○植木委員　いいです。

○今野座長　では、後半の議題に入ります。どうぞ、植木さん。

○植木委員　後半の議題かどうかもよくわからないんですけど、まさに雇用率を上げるということでいきますと、前回、私どもで言うと、能力という観点からいくと、企業が欲しがっているニーズに対してどれだけ訓練校等々が対応できるかということで、具体的に自分で行ってみたという世界の中でいくと、我々の中でいくと縫製ができるといいですよねということで、具体的に縫製をやっていただく方を今我々は増やそうとしています。
　なので、そこがうまくお店の地域だとか、まさに縫製を専門にやっているインターネット販売みたいなところのお客様注文を受けていくというようなところも、既にトライアル雇用に入っているということなので、あらゆる意味で訓練を幅広くやっていただいて、今もそうだと思うんですけど、そこに企業がいかにニーズを出していくかというようなことがないと、これは企業側の姿勢にもよると思いますけれども、なかなかマッチしないかなとはいつも思っています。
　あと、雇用率を上げていくということに関して言えば、私どもも、今までは１店舗１人というのを一番最初に掲げた目標としてやっていたんですけれども、そうはいっていても、店がどんどん増えるというか、ほとんど日本国中に出しちゃいましたので、今からはという中でいくと、大きな店は２人は雇用がいけるんじゃないかなと。といっても、ちゃんとサポートして、しっかりその方が仕事をできるところまで導いていかなきゃいけないので、いろいろ問題はあるのですけれども、そういう意味でいくと雇用率もまた上げられたかなということなので。

　先週も山口へ行って、その担当者といろいろ話の中でいくと、そういう意味では精神障害の方も増えてきていますし、企業として何かプラスアルファの取り組みをしていけば上がっていくのかなと。まだ速報値なんですけれども、雇用率が8.2％を超えたということなので、着実にそれはこれからも増やしていけるのかなと思っているところです。
○今野座長　一番最初は、少し分野を整理して議論しようかなと思いましたが、結局不可能だということがわかりましたので、あとは自由にいつものとおりご意見を出していただければと思います。一応検討課題は先ほど見ていただいたように議題５から議題９ということで、この範囲内ぐらいでよろしくお願いします。どなたでも結構ですので。
○朝日副座長　整理をしながらということでよろしいでしょうか。先ほどの課題５にもかかわるし、課題の７、あるいは８にもかかわってくるお話をしたいと思います。

　先ほど、雇用率の問題であるとか数の問題が出ましたけれども、例えば能力開発の支援という中で、何人を卒業させて、何人を就職させたかという数の問題が議論されましたが、どうしてもそこで見落としがちなのが質の問題でありまして、実際にはどういう仕事でどういう満足度を持って就職しているかが大事だということと、それから、定着をされているかどうか。出口で何人就職できたから、それでよしとするのではないという、こういったワイドレンジな見方が必要ではないかというのがまず第１点です。

　そこからしますと、とかく今既にある能力開発施設やある支援機関についてどうしようかという話をしていますけれども、本来利用する立場からすればやはりいろんなものがあって、そこがいい意味で競争をして、それを選べるということがいいわけでありますけれども、とかく能力開発の視点からすると供給者側の論理で、もううちはこういうことがあるんだから来てもらわないと困るみたいな話になってしまいますので、やはりここでいま一度、本当に利用する障害の方がどういうようなご要望を持っているかということに耳を傾けることが非常に大事だと思います。

　あとは、どこにフォーカスを当てるかとなりますと、福祉施設がやはり大きな基盤であるということは言うまでもないと思います。ところが、これは国のレベルの話ですけれども、職業リハビリテーションサービスは無料で受けられるのに、就労移行支援は利用者負担が発生していると。ということは、目指すものは同じなのに、たまたまそこでくぐった門によって取り扱いが違うということが現実に起きている。
　そういったことについて、これは国の制度でもありますので、なかなか東京都としては難しいところがあると思いますけれども、やはりフォーカスを、例えば福祉施設がより就労支援に取り組めるような環境整備をしたり、そこにシフトしていくようなことをしていかないと、ともかくいろんなものがあって、ここにお客さんがいないと困るという話では本当にお客さん無視の話になってしまいますので、そういった観点が大事なのかなと思います。

　さっき天野委員がおっしゃったように、私も、特に今起きている就労移行支援は、結果として何人か一般就労に移行させたけれども、その後、次の人が来るまで空席状態が続いて、それこそ地域によっては障害のある人の奪い合いというと変ですけれども、そういう全くもったいない状況が続いておりますので、やはりこのあたりにインセンティブをつけるような仕組みがないと動いていかないのかなという気がいたします。

○天野委員　さっきちょっと言いましたけれども、援軍を得て言っていただいたんですけど、東京都の施策で言えば、包括補助というのが加算であるんですね。多分これは、自立支援法で落ち着くまで３年と言われていますけれども、そこに東京都が加算をしているという形だと思うんです。それが途中で２年後、３年後になくなっていくかもしれないという心配もあるし、今だと国の助成金が足りなかったときの暫定支給期間というのがあるんですけれども、どういうことが起きているかというと、就労移行支援というのはなかなかハードルが高いので、まだそんなには選択していないのかもしれないんですけど、ここで私たちがやることは就職させるわけですね。
　うちもナカポツセンターがあるので、就職させます。今おっしゃったように当然そこで人があくわけですけれども、今までとてもたくさん待っていらっしゃったので、心配はなかったんです。いろんな福祉施設から入れてほしいという希望がものすごくあったんですが、去年あたりからぱったりなくなっちゃった。いろいろ聞きますと、ご自分のところがこれから就労継続に行かなきゃいけないし、就労移行に行っても心配だしということで、福祉施設がみんな21年までは様子見をして、ぎりぎりに移行しようという状況になっているということで、直接福祉施設から依頼されることが少なくなった。そうすると、やはりそこがあきますよね。
　経営が危ないというのもあるんですけれども、その間どういうことが起こるかというと、今度ハローワークにはいろんな方が、就職できそうかどうかわからないけれども、したいしたいという人がたくさんいらっしゃるので、そういう方たちは直接就労移行支援事業所に来るんですけれども、その中でできる方たちは大丈夫ですが、またちょっとタイプの違う、いろんな病名が違う、それからうつ病のちょっと治った方とか、今までトレーニングしていた方たちとちょっと違うタイプがたくさんいらっしゃる。そういう方たちをまた見なきゃいけない。そうすると、もともと共同作業所や福祉施設であんなふうに何とか働きたいと言っていた人たちの希望はどこへ行っちゃったんだろうということになりますよね。
　だから、そこでさっき言ったんですけれども、例えば包括型の包括補助事業ですか、ああいったものを継続して東京都が続けていただくとか、それから、ほかの作業所や継続型から移行した場合は加点をするとか、どこの福祉施設もみんな不安定な状態になっているので、そこをまず安定させて、とにかく就職に行きたい人には頑張ってやってもらうということでみんなが応援するようなところをつくっていくのがまず先かなと思うので、やはりそこの予算措置を、この就労だけじゃないかもしれないし、施設の安定とか自立性の話も絡んではいるのですけれども、やはりそこのところ。それとサービス推進費とかというのもありますし、その工夫の仕方でなるたけ福祉施設の人が動けるようなことをポイントに考えてほしいと思っているんです。
　それはどこが、サービス推進費だと福祉保健局とまた別のところが絡んでいるんじゃないかと思うんですけれども、東京都全体としてその辺を一括して取り組んでいただきたいので、そこはちょっと強調してこの委員会として言っていただけるといいかなと思っております。
○宮武委員　福祉施設かなというのははっきりしているんですね。卒後対策で在宅を出さないという東京都の場合に、ですから、新卒の方の福祉施設の受け入れというのは大体できていると思うんです。それで、軽度の人はもう就職していると。だから、中度、重度の人なんですね。重度の人を受け入れている作業所から、そういう特例子会社も東京でできていますけれども、むしろ重度の人たちの就労。「すきっぷ」なんかでも今ようやく重度の人たちの支援が始まって、一、二例、成功例もあるんですけれども、だから、重度の人たちがむしろ作業所から就職できるということ自体が非常に大きなインセンティブが働くわけです。だから、そういう１つの雇用支援計画といいますかね。

　就労移行支援事業は２年とあるんですが、実は訓練校じゃないんですね。だから、大体すきっぷは１年半ぐらいなんですよ。必要な人は３年間。学校を卒業して、重度の人でパニックにすぐなっちゃうとか、自傷行為があるとか、そういう人は３年がかりなんです。だから、その辺をちょっと意識を変えていかないと、何か１年、２年、３年というような区切りで卒業するということではないんですね。
　今、アメリカで、2001年からカスタマイズ就業（雇用主と求職者の双方のニーズが満たされるよう、両者間の個別的関係の成立を目指すもの）というような、個別支援計画に基づくネットワークをつくっていくという新しい試行事業も、高齢・障害者雇用支援機構の研究事業でも紹介されていますけれども、そういう個人の障害の状況とか潜在的能力に着目した支援プログラムをつくっていく。それをモデル事業としてやって、こうすれば重度の人もできる。あるいはグループ就労というような１つの大きな試みもしていますけれども、お互い仲間として一緒に働いていくというような、そういうところで先駆事例ができれば、親の意識も変わるし、本人の意識も変わるし、まず施設の職員の意識を変えていかない限りは、やはり難しいなと思っているんですね。だから、課題７ぐらいにかかわることなんですけれども。
○山鼻委員　全然別のことなんですけれども、就労ということがやはりここの課題だと思うんですが、ここにご参加の企業の方は障害者雇用に関してはノウハウがあるので、いろいろつてがあると思うんですけれども、一般的な企業は、いろんなところから指導を受けたりとかがありまして、雇用をするときにどこへ行くかというと、まずハローワークに普通の企業は行きます。ハローワークでどのように障害者の方を紹介していただけるか。ハローワークに行ってすべての情報がとれるか。そこのところの充実が、ちょっと東京都と違うとは思うんですけれども、そこのところである程度１つの拠点となって動いていただけることが、最終的には就労につながるのではないかと思うんですね。
　今、いろいろなところにお話を伺っても、「一体どこで採用していったらいいんですか」と。ハローワークさんでもいろいろ専門の方がいますよと言うと、「いや、私も何も知らないのと。で、まず勉強させてください」というような、本当に第一歩からの相談が私どものほうにも来て、そんなことをおっしゃらずに、ハローワークの方は非常に丁寧にいろいろ紹介してくださいますよということを言っても、本当にそこでやっていただけるのかなというようなところが、すみませんけれども、実際にそのようなお声も聞きます。
　やはり企業がどういうふうな形をとれば一番障害者の就労に手が届くかというところでは、ハローワークがいろんな面での大きなポイントになると思います。ここで都レベルの広域ネットワーク、地域の連携というところがあります。ハローワークと地域のいろいろな福祉施設、大半の方が特別支援学校から出て福祉のほうに入るというのが大半だと思います。その方とハローワークとのネットワーク、またいろんなセンターとのネットワーク、行政機関ではなくて、企業のほうですと自分の区以外の方からも通勤ということもありますけれども、いろんなところをやっていますので、いろいろなしがらみはあると思うんですけれども、就労を達成するためにそこのところを融通無碍にやっていただけると非常にありがたいと思っております。
○髙野代理委員　今日は福島の代理で参りました髙野と申しますけれども、今お話しいただいて、お褒めいただいたのと、かなり厳しいご発言というところで、両方の面でとらえているのでございますけれども、今、ここに委員でお集まりいただいた方についても、当然のこととして私どものほうについてはいろいろご協力をいただいて、企業の方、さらに今ご発言いただいた委員の方々、直接お話をさせていただいていろいろお教えいただいて、さらに私どもからも情報を提供させていただいてやっているところでございます。
　今、山鼻委員のご発言もあったのでございますけれども、そういうところのご意見も参考にさせていただいて、今年度、ある程度外側からという言い方はおかしいのですけれども、内向きの議論だけじゃなくて、いろいろご意見をいただいて、ちょっとニュアンスが違うのですけれども、私どもは「チーム支援」という言葉を出しているのですが、とにかく私どもは外に向かっていって、いろいろノウハウをいただいて、さらに私どものいわゆる内部での研修等も含めてある程度手をつないでいきたい。今お話しいただいているように中心になってということを私どものほうについては思っているところでございます。
　ただ、なかなか難しいのは、国自体もそうなのでございますけれども、ここでちょっと温度差があるのは間違いないので、この辺のところ、東京労働局においてはその温度差のないように、１７箇所ハローワークがあるのですけれども、すべて底上げしてある程度今お話をさせていただいた内容を徹底させていただきたいと動き始めております。ちょっと抽象的な物言いで申し訳ございません。
○山鼻委員　期待しております。

○箕輪委員　ハローワークに関連して質問というか、お願いというか、さっき植木さんのほうからも出ていたと思いますが、企業側がニーズをできるだけ詳しく出そうと思って、私たちもすごく詳細な、こういうものができる人、こういう経験が必須と、あればなお可と、もっと緩い、これもあったら本当にうれしいみたいな形ですごく詳細に出すんですけれども、応募してくださる方が、ハローワークから見た求人ですというのは「一般事務」となったりするわけです。
　なので、そこでミスマッチが起こってしまって、私たちは一般事務でも20種類ぐらい出したので、そのうちのどれに応募されたんですかと言っても、ハローワークでは一般事務しか情報がなかったというふうなことがあるので、多分働くほうの障害のある方の評価は詳しくしていただいていると思うんですけれども、そこがそろってきたところで、会社側のニーズは出しても、どこかでまとめられてしまうと、またマッチングがうまくいかなくなってしまうんですが、それを現場のハローワークの方と話をすると、そういうふうに詳細なほうがマッチしますよねとなるんですが、仕組みとしてそのあたりは何か改善される方向ってあるんでしょうか。
○髙野代理委員　厳しいご指摘でございまして、なかなかオーダーに伴った人を送ってくれないというご意見は多々ございます。それと、今、三重堀委員とお呼びしてよろしいでしょうか、いただいたとおり、なかなか能力というものが非常に難しゅうございますので、その辺のところでやっていながら逆にできてくる部分がありますので、そういうことについてはお願いをしている部分もある。それと、今、箕輪委員がお話しいただいているように、その辺のところは改善する余地があれば改善してまいります。

○箕輪委員　モデル的にでもやっていただけると……。

○髙野代理委員　モデル的というか、いろいろご意見を伺って、その辺のところをぼやかさないようにやっていきたいと思っております。すみません。決意表明みたいになってしまいました。

○今野座長　その点については、例えば箕輪さんのところがいかに詳しく出しても、横河電機のみの言葉で言われたのでは多分ハローワークは困る。違う会社は違う言葉で言ってくる。そうすると、需要側も供給側も共通言語にしてもらわないと、お互いに努力して能力評価の共通言語をつくって、それでお互いに会話ができるようにしないと……。だから両方かな。会社側も、確かに自分のところに合ったものばかり言われちゃうと、真ん中のマッチングが非常にしにくくなるので、一般論で言うと、今日の東京都のテーマとは離れるからもうやめたいと思うんですけれども、そっちのほうで頑張ってくださいよ。ほかに。

○天野委員　同じことだと思うんですけれども、今の話の共通言語というのは、送り側と受け取る側の問題ですよね。東京都の場合はどこが責任を持ってやるのか。例えばどういうふうに言っていいかわからないんですが……

○今野座長　ハローワークがやるんでしょう。

○天野委員　ハローワークができるのかわからないんですが、共通言語のモデルをつくって、これで一回やったらどうですかみたいなことを研究したり、それを出していくのは例えば東京障害者職業能力開発校じゃない。どういうところがやっていくのかがちょっとよくわからなくて、この間、東京ジョブコーチも含めていろんなものが出たと思うんですけれども、例えば「障害者職業センター」というとわかりやすいんですよ。リワークについて今こういう研究をしていますとか、ここまでやっていますというのは途中でまた発表があったりするので、こういうのだねとわかるんです。東京都がやる場合は、それをしごと財団がされるのかわからないんですけど、どこがメインでやるのかなというのがいつも気になっています。

　そういったことはすごく今大事なところなので、みんな個別の単体でいろんな努力をしているんだけれども、なかなかそれがまとまっていかないし、現場は現場で動いているわけだけれども、それをまとめていくという、自分たちがやっていたことをここに言っていけば少し整理してくれるみたいなところがあるといいと思うんですけれども、東京都はその辺はどこをメインに、だから、就労支援のキーパーソンというのか、キーは何課じゃないけど、東京都の場合はどういうふうに考えていらっしゃるのかなというのをちょっと伺いたいんですけど。
○今野座長　それは、まさに総合調整する部門がないということですか。

○天野委員　総合調整もそうだし、今みたいなアセスメントと評価の問題をきちんとやっていって、モデルをつくっていくという主体になるところを、ここから出した研究事業団みたいなところをどこととらえたらいいのかなという。

　それで、ちょっと続けて言うと、この間いっぱい出ましたよね。例えばハローワークのように、雇用率の未達成の中小企業にこれこれこうすると、いろんなアイデアがたくさん出ましたよね。だけど、そこの考えるところ、実働部隊というのはどういうふうに考えたらいいのかという、そこも含めての東京都の就労支援のかなめというのは産業労働局かしらとか思ってみたり、それほどそういう役割ということでもないみたいだし……。
○松浦部長　障害者の就労支援につきましては、事務局で入っています産業労働局、教育庁、福祉保健局という３局が連携して今までやってきたつもりですけれども、その連携を深めるためにも、この協議会の場でご意見をいただいて、まとめて行動指針等になるかどうかというのはこれからですけれども、そのご意見を伺って、また３局で連携してやるということで今は考えております。今すぐ決めろと言われても、なかなか決められないんですけれども、それはここでの議論を踏まえて、また３局で連携してどうするかということはこれからやります。ということでご理解いただきたいと思います。

　それから、先ほど福祉施設で包括補助とか、サービス推進費とかという話が出たのですけれども、包括補助もサービス推進費も私の所管で私のほうでやります。それと、国のほうで自立支援法でやって、いろいろご意見が出たときに1,200億円の基金をつくって、都に対する補助があって、いろいろ複雑なんですけれども、包括補助について言えば、基本的には区市町村が先駆的なことをやるものに対して、東京都が区市町村に対して補助するものということになっています。サービス推進費につきましては、今までは精神障害者の施設については該当していないということになっていたのですけれども、今、再構築する中で、サービス推進費というのは東京都が直接施設に補助するものです。
　それらをいろいろ組み分けて、「検討課題」の10ページにありますとおり、先ほど来インセンティブというようなお話がありましたけれども、ここで白いマルの下から２番目に「インセンティブが働きにくくなっている」と。また、下の「議論のポイント」で「インセンティブが働く仕組み」についてご検討いただき、ご助言いただいて、それを受けて東京都のほうで考えるということになっています。
　もう１点、先ほど資料をお配りしたのですけれども、これは大塚委員のご発言がありましたとおり、いろいろやっている中でどういう経路で就職しているのだろうというもののたたき台というか、正確ではないんだけれども、いろいろ書いてみようということでつくったペーパーです。１年というスパンでどう見るかというところで見て、ただ、データの資料的には18年度だったり、19年度だったりということで、数字的にはちょっと不正確な部分があるのですけれども、大枠で大体こんなところかなというようなものをあえてつくったペーパーで、これが１番目から３番目を経由して職業訓練校に行ったり、いろんなパターンはあるかと思うんですけれども、そういういろんなパターンがある中でつくってみたペーパーです。たたき台として議論の参考になればということでお使いいただければありがたいと。以上でございます。
○大塚委員　これを見てではないんですが、皆さんのご意見を聞いているうちに個人的な意見が出てきたので、すごい乱暴な、もう当たり前だと言われる話かもしれないんですけれども、精神障害の方の就労ということを考えると、企業側の、受け入れ側の環境整備をしなければいけないかなと。知的障害者はある程度かどうかはともかくとして一定の成果が上がっているとすると、精神障害者の雇用については、企業でもっと精神障害者を受け入れていただけるような形での取り組みが必要かなと。だから、前回の議論をした雇用側のほうに対する何かの働きかけというところかなと。すごい暴言なんですけど。

　それで、知的障害者の雇用については、逆に言うと送り出し側の部分で、「すきっぷ」さんで一定期間訓練すると就労できるのが、別の就労移行とかＢ型にいる人はずっとそこにいるということが仮にあったとするならば、送り出し側のほうの働く力を上げていくための支援の充実というふうに考えたらどうかな。精神障害の方の就労支援と考えると、私どものつたない経験で言いますと、もちろん潜在的にではなくて、精神障害の方は一定期間働いた方もいらっしゃるので、単純な働くスキルというか、職業能力的なことを言うと、何らかの力はもともと持っていらっしゃるけれども、その後の定着というところが一番難しさを感じる部分で、私たち企業として必要な福祉の支援としては、定着していくための支援が精神障害の方は特に意識としては非常に欲しいなと思う部分があるので、送り出すという力を福祉の方々が何かするというよりは、働き続けるための支援を福祉のほうで頑張っていただく。
　知的障害の方は、送り出すというところを、福祉施設にとどまっていらっしゃる知的障害の人たちを何かの形を使って企業で働いていただけるように、自分の中で比較をわかりやすく整理したような状況かと思います。知的障害者の受け入れ側については、ある程度企業側もノウハウであるとか実績もでき始めているのかなとは感じています。完全に個人的な意見です。
○今野座長　大丈夫です。みんな個人的な意見です。ほかにございますか。
○箕輪委員　精神ということで、この資料４にある「精神障害者の就労支援について」という事前にいただいたのを見ていて、よく精神障害の方は、中で発症した社員はそれぞれの会社にもたくさんいると思うんですが、短時間就労とか、５日間フルでは最初難しいかもしれないとかいう話はよく聞くので、そのかわり、会社側に今フルタイムの人事制度がないのに短時間の制度を持っていくとか、何日間か休んでも大丈夫な体制を持っていくという、もともとフリータイムしか用意されていないところに要求するのはかなり進むのが遅いと思うんです。

　またハローワークのほうにお伺いしたいのが、特に東京都ということであれば、24時間365日街が稼働しているように思えるわけですね。平日に休みたいといった場合でも、週末に稼働しているサービス業とか、ユニクロさんもそうだと思いますけれども、運送関係もそうかもしれない。そういうところがある中で、精神障害というテーマではなくて、例えばもともと土日が休みじゃないところは、それはそれでもしかしたら採用が困難だと思っているところがあるかもしれないんですね。
　雇い入れ側として、土日を休みたいという人が多い中で、平日休みですよとか、週３日でいいんですというと、フルタイム働きたい人にとっては、そこはなかなか求人が埋まらないとか、あとは、24時間回っているところであれば、早朝とか深夜の人がどうしても採れないとかいうことで片や困っているんですけれども、それが精神障害だろうと何だろうと、とにかく一番元気な時間がそこだという働き方がたまたまあれば、わざわざ言わなくても、朝しかだめなんですとか、週３日、もしかしたら途中でというふうなことを言わなくても、その時間を求められているからいいんじゃないかなと思ったりするんですね。
　全部じゃないと思うんですけれども、そういうふうな整理の仕方はされることが可能であるか。そういうのが実際東京都の中で、フルタイムの月曜から金曜の求人ではないものでそういうのが出ていれば、そこと、送り出す側のこういう働き方がこの方にとってはベストだ、一般的な会社員とは働き方が違うかもしれないんですけれども、そういう今あるものとあるものをもう少しつなげるような整理というのが、今までもされているのかもしれないんですけれども、できれば、少し近道がまた一つあるのかなと思うんですけれども、言っていることがわかりますか。
○髙野代理委員　すみません。ちょっと理解できていないかもしれません。

○箕輪委員　私たちの会社で言えば、勤務時間は８時半から５時15分で、月曜から金曜までの稼働です。例えばユニクロさんは毎日ですよね。その場合、社員の方は求人として今の私と違う求人の方法をされていますよね。

○植木委員　ただ、障害者の方に関しては……

○箕輪委員　障害者の方に限らなくていいです。

○植木委員　基本的にはシフトを組みますので、常用雇用の場合、土曜日、日曜日、１日でも出られるというのが条件としてはついてくるんですね。

○箕輪委員　ファーストフードなどでは、もうちょっと短い時間でもともと募集していたりというのをよく街の中の求人で見るわけです。

○今野座長　でも、箕輪さん、それはおっしゃられるとおりの状況だと思うんですが、それについての職業紹介は、例えばもう既にアルバイトもあるし、パートもあるし、あるいは短期間の派遣もあるし、実際上いろいろあるんじゃないの。

○箕輪委員　そうなんです。それも、応募してくる方が無理してフルタイムのところに来るんですけれども、実は私はこういう働き方をしたいという、先ほどのキャリアカウンセリングにつながっちゃうんですけれども、「もしかしたらハローワークになかったかもしれないけれども、街を歩いたらばそういう求人が実は張り出されているんですよ」と言うと、「そう言われてみればそうかもしれない。じゃ、今日、帰り道に見てみます」みたいな感じで、世の中にあるんだけれども見逃してしまっていることが多いので、そういう視点で働きたいという方に情報がもう少し提供できればなと思うんです。ただ、おっしゃるように、店舗とかに張り出しているところは、わざわざハローワークまで求人を出さないのかもしれないんですけど。

○大塚委員　むしろそれは福祉側の就労支援にかかってくるかなと思って、この間、沖縄の「ミラソル」という就労支援をやっているところに行ってきたんですけれども、知的障害と、身体障害と、精神障害とを全部まとめて就労支援をやっていらして、大企業が沖縄には全然ないので、何をしているかというと、ハローワークの求人も一応参考にされるんですけど、障害者雇用なんて全く出ていないので、全部求人誌をご本人と職員で見つけてきて、電話をかけて、就職面接に行きたいんですみたいなところから始まっていって、キャリアカウンセリングも含めていくと、私はどういう働き方をしたいか、これはどの程度働けるかということのご自身なりの棚卸しが終わった状態で、初めて就職活動にということになってくるのかなと思ったので、そこはハローワークの世界というよりは、それこそ就労支援のプログラムとして、自分の働き方に応じた就職活動をやったほうがいいんじゃないかと思うんですけれども。

○箕輪委員　多分共通だと思います。学校でもされているのでしょうし、福祉でもそうだし、ハローワークでもということだとは思うんですけど。

○髙野代理委員　今の直接の答えになるかどうかわからないんですけども、まさしく私どものほうのステップアップ雇用ということで、実はハローワークも入ってくるんです。ステップアップ雇用というのは、ハローワークに求職届をしている精神障害者について、ハローワークの紹介により雇い入れて、それと事業主と対象労働者との間に有期雇用契約を締結して実施する。契約期間については原則として６カ月から12カ月以内。１週間の労働時間は原則として10時間以上20時間未満。ちょっと視点がずれてしまうと思うんですけれども、この辺のところも今私どものほうで障害者の実態を見て、国においてもこういうことでやっていきます。さらに短時間でもオーケーということで、これによって週20時間以上働くことを目指していくということもやっていこうと思っているんです。
　ですから、ハローワークじゃなくてということではなくて、逆に皆さんのほうで、そういうものもあるんだから、こういう働き方もあるから、こうやってうちも導入していこうかなというふうに選択肢を持っていただけると、非常に私どもはありがたいのでございますけれども。
○今野座長　今の大塚さんの議論とか箕輪さんの議論は、先ほどからの議論との関連で言うと、福祉施設から一般就労へ持っていくときに、例えばインセンティブをつけなさいとかという話もあったし、先ほどは個別支援をちゃんとしなさいとかいろいろあったけれども、その中の１つとして、一種の職業紹介として新しい仕掛けとかやり方を結局は考えたほうがいい話なのかな。
○大塚委員　そこまで私は難しいことはわかっていないんですけど。

○今野座長　私としては一応司会者だから、福祉施設から一般就労へ持っていくときにどういうことを考えたらいいだろうかというときに幾つかアイデアがあったんですが、その中の職業紹介絡みのアイデアの１つかなとちょっと受け取ったんですが、どうですか。

○大塚委員　紹介というよりは、……

○今野座長　いや、わかった。マッチングでもいいんです。

○大塚委員　宮武さん、どういう言葉を使うのが一番いいんですかね。

○今野座長　職業探索でもいいんですけどね。探すでもいいんですけれども。

○大塚委員　うちに面接に来られる精神障害者の方は、ユニクロさんと同じでシフトを組みますので、月に１回とか２回の通院があるけれども、平日なので大丈夫だと思ってここに来ましたということをあらかじめ自分の中では整理をして来られているので、それは何に当たるんでしょうかね。マッチングなんですか。
○今野座長　先ほどの大塚さんの議論は、例えば宮武さんみたいなところがちゃんとあって、そこでは非常に就職率がよくて、これは言ってみると就労に行く前の一種のいろんな職業準備ですかね。そこはやり方としてこういういいのもあるし、だから、そこを多分広げていけばとかいうアイデアだと思うんですけれども、それ以外の分野としては、先ほど天野さんが言ったのはお金の問題だから、インセンティブのやり方はいろいろあったとしても、それ以外に、福祉から一般就労に持っていくときにどうやって仕事を探すのかとか、どうやって仕事に行き着くのかというところで何かいい対策があるというか、言ってみれば、その辺のエリアのアイデアかなというふうに私は理解したということなんですけど。

○大塚委員　宮武さんがおっしゃったことで言うと、知的障害者の方は一定の訓練をすることによって、重度の方であったとしても、働く力をそこで高めることによって、企業では十分まだ受け入れてくれると私は整理をしているんです。そこが充実することによって、労働市場に知的障害を持った方の良質な労働力がもう少し供給されてくるかなと思うんですけど。

○今野座長　私は整理をしたいので、いいですか。ということは、知的障害者の方たちは、働く力さえつければ自動的に仕事はついてくる。そうすると、政策的には働く力のところにウエートを置けばということになりますか。

○大塚委員　極論で言うとということになるんですけど、福祉施設にとどまっていらっしゃる方という、特別支援学校を出られて作業所へいらっしゃる方が１％ないし２％ということに着目するならば、そこで「すきっぷ」さんのような形での就労支援サービスがきちっと提供されていくことによって、働く力が生活面も含めて上がっていけば、東京都内の企業はまだまだ知的障害者の方を雇用するだけのキャパシティはあるというふうに感じるんです。
　精神障害のほうは、企業理解のほうもまだまだこれからなので、企業に対しての精神障害者の雇用の啓発やノウハウもやりながらでなければいけないし、仮に就職できたとしても再発・再燃することがあるということを考えると、そこは企業でカバーするというよりは、福祉サイドで就労定着のためのサービスをやっていくほうが早く行くかなみたいな。まだ働ける人は精神障害者の方はいらっしゃる。何もしなくても働く場が用意される。

○宮武委員　沖縄の例で、求職するときに本人と一緒に電話をしたりとかというのは古典的なやり方ですよね。とにかく求人広告を見ては何十件も電話しまくってとか、とにかく企業に飛び込みで昔は開拓しましたよ。ただ、ちょっといいなと思ったのは、それがキャリアカウンセリングというのと一緒にやって、その中で本人の働くイメージなりができているというのは、やはり新しい部分だと思うんですね。

　それと、既に就労移行支援事業という新しいメニューができて、その事業自体が福祉施設では非常に大きなインセンティブになっているんですね。それで去年、随分各地の県庁の就労移行支援事業者の研修会に呼ばれたんですが、就労移行支援事業とか、工賃倍増だとか新しいものができて、それ自体で、今までは座って作業をやっていたのが立ってやろうと。もう少しきちんとした形で工場的な風景といいますか、それをやることで随分利用者の方の意欲が高まってきたというんですね。
　あるいは、農家から野菜のパック詰めだけ受け入れていたと。だけど、成分分析の精密機械を借りてきて、それをあえて作業種目に導入した。非常に難しい部分なんだけれども、それをやることによって意識改革が進んだというんですね。だから、今、自立支援法の中で就労移行支援事業とか、工賃アップということ自体が非常に福祉サイドでインセンティブになってきている。それを後押ししていくようなそういうモデルが今出てきていますから、それはもう少し時間がかかると思うんですけれども、確実に現場は意識が変わってきているという印象を受けているんですね。だから、インセンティブという話の中で２つ、今、自立支援法自体が動いている中でできている部分と、さらに重度の人たちでも働けるというような、あるいは雇用支援計画に基づくもの。

　あと１点言いたいのは、今、学校から出てきて、「すきっぷ」も10数名が４月から就職できなかった人が帰ってくるわけです。今、18歳というのは非常にまだ幼いですよ。まだ本当に子どもで、今、高校を卒業して企業に就職すること自体少ないでしょう。まだ子どもが就職するようなものですから、小林先生がおっしゃったように、３年間はきちっとボランティア体験をするだとか、自分の自己紹介ができるとか、社会経験だとか、そういう機会をたくさんつくっていく。それで、就労移行支援事業で２年間きっちり徹底的に訓練を受ける。二十歳になったら障害年金を申請して６万6,000円をもらえますから、それで給料にプラスして、大体手取りで平均賃金が10万円ぐらいですね。そういうふうに経済的な自立をする。
　だから、私は、学校３年と就労移行支援事業２年の５年のジョブプランを１年生のときにつくればいいと思うんですよ。それで、５年間のスパンの中で成長していく部分というのは随分大きいと思うんですね。それも１つの考え方じゃないかなと思っています。
○天野委員　精神障害者の場合ですと、今の「すきっぷ」の話とかぶる部分とまた違う部分があるなと思うんですけれども、精神障害者の場合は、企業さんはやっぱりまだだめですよね。入れたんだけどやめちゃったという人もあるし、それから、やはり職場にうつ病を抱えているということもあるんですけれども、企業がまだどうしようかな、ちょっと困ったなという状態であるのと、それから、本人自身がやっぱり病気の特性があるので揺れるというのは確かなんですね。

　だから、大塚さんがおっしゃるみたいに、定着支援というのは絶対要るので、精神障害の方は。でも、働きたい人がすごくたくさんいるのと、すごく能力が高い人たちもたくさんいるんですよ。これをどういうふうにしていくかということを考えると、働きたいという動機はもちろん大事なんだけれども、最初にトレーニング、準備性というのは相当大事かなと。だけど、このごろの人は、２年というのは長過ぎて嫌なんですよね。一見見た目がいいので、すぐ入りたいという人がすごく多いので割と失敗するんですが、私も２年ぐらいあったほうがいいとは思うんです。それがあって、トレーニングがあって、それから職場のマッチングが相当ちゃんとして、入った後に、特にスタートラインで、自分の仕事はすごくできるんだけれども、嫌な上司がいたとかいうと、それでまた揺れてしまうので、そこの定着支援ということで、連続した支援がすごく必要なんですね。

　だけど、そこがうまくいくと、もともとの能力は高いので結構戦力になる。そこまで持っていくのが多分専門性だと思うんだけれども、例えばうちなんかでもやっていますが、就労移行支援事業で先にやったところを見て、あれはいいからどんどんやろうとなっているか。「すきっぷ」というと有名だし、一つあるんですが、ほかはどこにあるんだというのがわからないぐらい。うちの「ピアス」もそうなんですけれども、まだ汎化していないんですよ。

　だから、現場の福祉サイドが相当動いているというのはちょっと楽観的かなと私は思うので、ほかの福祉サイドは「まだまだあそこは特別よね」みたいな、やると大変そうだからね、うちはそんなに人はいないわ、もっと重度の人を抱えているわということを言うことで、やむを得ず現状のままというふうになる。

　今までは現状のままでよかったわけですよね。だけど、自立支援法ができたら現状のままというわけにもいかないわけで、だからみんな全体が不安になっているというところで、例えば「すきっぷ」がやられているようなよさを、知的障害の世界はもうちょっといろんなシステムがあるみたいなんだけど、精神障害なんかはやっぱりばらばらにやっているので、それが次に続いて次に続いて、あそこでもおもしろい、ここでもおもしろいと、都内でいっぱいいろんなそういった先へ行くところがあって、またその次の都市になったらそれをまねして、また次のというふうに膨らんでくるとすごくいいと思います。

　膨らんでくるように応援してもらうのは、やはり行政の力というか、そこのところを膨らむように、別にお金のことだけ言っているじゃないんですが、中身的なことも含めて行政が間に入って、こういう形もあるみたいだとか、それについてはこういうお金も出るし、職員がこういうふうに出たときに、足りないときはこうみたいな、そういった形で動かすような応援する力を行政が効率的なやり方をしていただければありがたいなと思うんですよ。
　この間からの予算組みを見ていると、企業支援ということ、それから、ジョブコーチもそうですけど、定着というところには相当お金が入っているんですけど、ここから流れていって、福祉施設が動いていって、そこからたくさんの人たちが出ていくというところにはどうも動いていないような気がするので、そこら辺を考えていただくとうれしいかな。何か孤立感じゃないですけど、やっていくところが孤立していくというのはあまりよくなくて、あそこもここもみんなやって、お隣はああいうふうにやったらしいからうちも頑張ろうとか、そろそろうちのやり方はちょっと古いから、ああいう形でまねしてみようみたいになっていかないと、層は厚くならないんじゃないかと思っているんです。
○岡野委員　実は今、天野さんと同じようなことをお話ししたかったんですけれども、自立支援法で確かに福祉施設は動いていると思うんですが、実は親御さんの意識というのが二極化しているんじゃないかと思うんです。自立支援法世代の親御さんは、やはり就職とか、就労移行支援とか、そういうところは学校できちっと教育をされて、移行するんだという考え方は定着しているのではないかと思いますが、措置の時代の親御さんの場合は、そんな急に移行支援だとか言われても、切りかえができないんじゃないか。

　そうすると、これを見せていただいたときに、１つ、やはり福祉施設の方たちにもっと働くということについて、ご本人もそうなんだけど、それを支える親御さんにアピールするような手助けをしてあげないとやはり切り替わらない。福祉施設から毎年２％移行しますと言うのですが、２％移行するというのは年齢層ではどういう年齢層なのか。もっと企業が働けるというふうに考える労働者としての年齢というのはかなり幅があるわけですから、私はもうちょっと福祉施設の親御さんに理解してほしい。

　例えば東京ジョブコーチをつくるから、定着支援するから、安心して就職に挑戦してみませんかというふうに温かいメッセージを送ること。今というか、これは法律上の制約だから仕方がないんですけれども、雇用率とか、就職とか、そういうところに目が行っていますけども、それは企業サイドのやはり見方であって、本人たちは、親御さんは、自分が納得できる生き方ができれば、それでいいわけですよね。それは今福祉施設にいることがそうなのかもしれないわけで、それを我々はいいとも悪いとも言えない。ただ、我々は職業サイドの人間ですから、働きませんかということを必死に問いかけるメッセージを送り続ける。
　私たちは学校へ出向いていって、職業ガイダンスというのをするんですけれども、そのねらいというのは、18歳がゴールじゃないんです。18歳がゴールと考えないでください。二十歳でも、22歳でもいいんです。22歳で働ける条件ができてきたら、そのときにハローワークがあります、地域の就労支援機関があります、もちろん私たち職業センターもあります。選択肢はたくさんあるから、個々人に合った方法を使いませんかということを、私は、職業ガイダンスで生徒たちにメッセージを伝えたいのではなくて、親御さんにもそういうメッセージを伝えたいと思っています。ですから、10ページの「議論のポイント」の①のところにもうちょっと何か付け加えていただけたらなというのが、このペーパーを見ての思いでした。以上です。
○今野座長　ありがとうございました。まだご意見があると思いますが、時間ですので。

　多様な意見がたくさん出ましたので、一応先ほど段取りでお話ししましたように、自由な議論は今回で終わりということで、いっぱいいただいた意見を起草委員会が協議会のまとめの草案としてつくっていただきますので、起草委員会は大変だなと思いますが、頑張ってくださいね。それを次回の委員会で出していただいて、それをめぐって今度議論をしたいと考えております。

　それで、予定としては、先ほども申しましたように、草案を議論する会議を１回持ちたいと思っていますが、あまりにも意見がまとまらなければ、もう一度ぐらいは実施しようかとも考えておりますので、よろしくお願いいたします。

　それでは、最後に事務局から何か連絡事項はございますか。

○高橋副参事　冒頭、今、座長からもありましたが、次回は８月を予定しておりまして、世間的には夏休み期間中で恐縮ですけれども、８月下旬ぐらいを目途に当面の最後となります委員会を開きたいと思っておりますので、ご協力よろしくお願いいたします。

○今野座長　それでは、今日は終わります。ありがとうございました。

午後３時32分閉会
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